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議員提出議案第12号 

   年金制度抜本改革の全体像を早期に公表することを求める意見書 

 上記の議案を提出する。 

  平成24年３月28日 

提出者 

１番 むらまつ 勝康   ２番 池田 ひさよし 

４番 平田 みつよし   ５番 秋 本 とよえ

６番 筒 井 孝 尚   ７番 秋 家 聡 明

８番 小 山 たつや   ９番 く ぼ 洋 子 

１３番 出口 よしゆき  １４番 黒柳 じょうじ 

                １５番 上 原 ゆみえ  １６番 安 西 俊 一 

                １７番 新 村 秀 男  ２０番 大 高 た く 

                ２１番 清 水   忠  ２２番 工 藤 きくじ 

                ２５番 梅 沢 五十六  ２６番 小 用   進 

                ２７番 舟 坂 ちかお  ２８番 ふ せ 秀 明 

                ２９番 上 村 やす子  ３０番 向 江 すみえ 

                ３３番 斉 藤 初 夫  ３４番 牛 山   正 

                ３５番 荒 井 彰 一  ３６番 丸 山 銀 一 

                ３７番 倉 沢 よう次  ３９番 うめだ 信 利 

飾区議会議長   梅 沢 五十六  殿 

 

年金制度抜本改革の全体像を早期に公表することを求める意見書 

政府は、税と社会保障の一体改革に強い意欲を示しているが、肝心の年金制度の抜本改

革については、全体像が明らかになっていない。 

民主党は、平成 21年の衆院選公約（マニフェスト）で「年金一元化」「月額７万円の最

低保障年金の創設」を掲げた。ところが、政権交代から２年６カ月が経過しても、依然と

して最低保障年金に必要な財源や、年金一元化に向けた具体的な制度設計は依然として明

らかになっていない。 

政府の税と社会保障一体改革素案では平成 25年の通常国会に法案を提出するとしてい
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るが、全く内容が不透明なままでは来年の通常国会に提出される見通しが立たず、「新たな

年金制度創設のための法律を平成 25年までに成立させる」との、マニフェストの実現は全

く目途が立っていない状態となっている。 

 平成 23年３月に民主党内で最低保障年金創設に向けて行った試算では「新たに消費税率

7．1％の増税が必要」と結論が出て、野党の求めに応じてこの試算を公表した。しかしな

がら、本来ならば試算を基に、党内議論を重ね制度設計をすることが与党として当然の務

めだが、その責任を果たさず試算を「民主党の案でもない」と位置付けている現状では、

民主党が公約した新年金制度の全体像を明らかにする姿勢はまったく感じられない。 

 「税と社会保障の一体改革」と言うのであれば、消費税の増税案と年金制度の改革案は

一体で議論されるべきであり、全体像が明らかにならないままでは、国民が消費税増税に

納得しないことは言うまでもない。 

 よって、本区議会は政府に対し、年金制度抜本改革の全体像を明らかにするよう強く求

めるものである。 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 

 


